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冷戦後のNATO東方拡大研究序説
─国際関係理論から米国外交史研究へ─
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1　は じ め に

（1）問題の所在
1999年 3 月12日，10年前の1989年に東欧革命を経験し，社会主義から民

主主義体制へ移行したハンガリー，ポーランド，チェコの外相が，米国ミ
ズーリ州のトルーマン大統領図書館に集まった。ハリー・トルーマン（Harry 
S. Truman）といえば，1949年 4 月 4 日，ソ連に対抗するための集団防衛
同盟NATO（北大西洋条約機構）を創設した第33代米国大統領である1）。
1997年12月の北大西洋理事会に出席した上記の 3 ヵ国外相は，すでに

  1）　NATO創設は，米国の呼びかけというよりも，西欧諸国の要請，すなわち，
ノルウェーの冷戦史家ゲア・ルンデスタッド（Geir Lundestad）がいうところ
の「招聘」によるものであった（佐々木 2011:67）。
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NATOに加盟している16 ヵ国の外相とともに，NATO新規加盟に関する
関連文書に署名していた。北大西洋条約14条には「この条約は，英語及び
フランス語の本文をともに正文とし，アメリカ合衆国政府の記録に寄託す
る。この条約の認証謄本は，同政府により他の署名国政府に送付される」
とある。同規定に則り，ミズーリ州を訪問した 3 ヵ国外相は，新規加盟関
連文書を米国政府に寄託した。ここに，NATO創設50周年を目前に控え
た 3 月12日，19 ヵ国で構成される新たなNATOが誕生した（金子 2008 : �
323）。

1999年 3 月にハンガリー，ポーランド，チェコを迎え入れたNATOは，
その後も東方拡大を続けた。2004年 3 月には，バルト 3 国，スロバキア，
スロベニア，ブルガリア，ルーマニアがNATOに加盟し，2009年 4 月には，
アルバニアとクロアチア，2017年 6 月にはモンテネグロ，2020年 3 月には，
北マケドニアが，それぞれNATOに加盟した。2007年 2 月のウラジーミル・
プーチン（Vladimir Putin）のミュンヘン安全保障会議での演説にみられる
ように，ロシアは一連のNATO東方拡大を，ロシア周辺の安全保障環境
を悪化させているものと捉え，西側への警戒感を強めている。ロシアは，
バランス・オブ・パワーの発想に基づき，2014年以降，ウクライナを中心
に，中東欧諸国に「ハイブリッド戦争」をしかけており（Orenstein 2019），

「ハイブリッド戦争」という武力行使未満の行動をとることにより，ロシ
アは，NATOの同盟の結束を，そぎ落とす試みを続けている（志田 2021）。

（2）研究の状況
現代ヨーロッパの安全保障秩序に大きな影響を与えることになった

NATO東方拡大―本稿ではNATO東方拡大という場合，第一次東方拡大
（1999年）を指す―を推進したのは，第42代米国大統領ウィリアム・クリン
トン（William J. Clinton）であった。NATO東方拡大を，米国をはじめ関係
各国の視点から歴史的に再検証した研究が，近年，蓄積されている。
NATO第一次東方拡大から20周年にあたる2019年，外交史家メアリー・
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エリゼ・サロッテ（Mary Elise Sarotte）が，関連する（未）公刊資料を使用
し，NATO東方拡大をめぐるクリントン政権内の議論を実証的に明らか
にした研究を発表した（Sarotte 2019）。また同年，研究者のみならず実際
の外交実務家が，米国，ロシア，ハンガリー，ポーランド，チェコの視点
から，NATO東方拡大のプロセスやヨーロッパの安全保障秩序に与えた
結果について分析した研究書籍を出版した（Hamilton ＆ Spohr eds. 2019）。

NATO東方拡大を歴史として分析する研究が蓄積している背景には，
クリントン政権（1993 ～ 2001年）に関連する（未）公刊資料の公表が充実
している理由がある。米国アーカンソー州のクリントン大統領図書館は，
他の大統領図書館と比べて，インターネット上での資料公開を積極的にす
すめており2），ワシントンDC所在の国家安全保障文書館も，インターネッ
ト上でNATO東方拡大関連の一次資料を一般公開している3）。

これに加えて，クリントン政権に参画した政策決定者の回顧録や書籍お
よび評伝の出版も充実している。クリントン大統領の回顧録出版と前後し
て（クリントン 2004），以下のように，政権高官の回顧録の出版が相次いだ。
ウォーレン・クリストファー（Warren Christopher）国務長官の回顧録
（1993 ～ 97年）（Christopher 1998），マデレーン・オルブライト（Madeleine 
Albright）国連大使（1993 ～ 97年），国務長官（1997 ～ 2001年）の回顧録（Albright 
2003），ストローブ・タルボット（Strobe Talbott）無任所大使兼NIS（新興
独立国家）担当国務長官特別顧問（1993年），国務副長官（1994 ～ 2001年）の
回顧録（Talbott 2003），ウィリアム・ペリー（William J. Perry）国防長官
（1994 ～ 97年）の回顧録（ペリー 2011, 2018）。

また，回顧録ではないものの，クリントン政権高官や同政権に影響力を

  2）　以下を参照。“Clinton Digital Library”, <https://clinton.presidentiallibraries.
us/>（2021年 8 月31日閲覧）。

  3）　以下を参照。“NATO Expansion: What Yeltsin Heard”, <https://nsarchive.
gwu.edu/briefing-book/russia-programs/2018-03-16/nato-expansion-what-
yeltsin-heard>（2021年 8 月31日閲覧）。
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有していた研究者による冷戦後の米国の世界戦略に関する書籍も存在す
る。たとえば，ペリー国防長官とアシュトン・カーター（Ashton B. Carter）
国防次官補（国際安全保障担当）（1993 ～ 96年）は『予防防衛』を，ジョー
ジワシントン大学ヨーロッパ・ロシア・ユーラシア研究所所長で外交問題
評議会上級フェローだったジェームズ・ゴールドゲイアー（James M. 
Goldgeier）とスタンフォード大学フーバー研究所のマイケル・マクフォー
ル（Michael McFaul）は『パワーと目的』を，それぞれ出版している（Carter 
& Perry 1999，Goldgeier & McFaul 2003）。ゴールドゲイアーは1999年に単著
を出版しており，このなかでゴールドゲイアーは，「NATOを拡大させる
かどうかではなく，いつ拡大させるか」について，米国内でどのように政
策決定がなされていったかを同時代史的に検討している（Goldgeier 1999）。
2002年には，ランド研究所で研究員を務め，その後，国務次官補代理（ヨー
ロッパ担当）（1997 ～ 2000年）を歴任し，NATO東方拡大の強力な推進者と
して有名なロナルド・アスムス（Ronald D. Asmus）も，政府関係者という
立場からアクセス可能な資料やデータを多角的に用い，NATO東方拡大の
プロセスを詳細に論じた書籍を出版した（Asmus 2002）4）。これらの資料や
同時代史的研究は，当時の米国が，ロシアとの関係をどのように管理しな
がらNATO東方拡大を推進したかを知る手がかりを提供している。

さらに，クリントン政権高官の評伝や人物評に関する研究もすすんでい
る。日本人研究者によるクリントン大統領の評伝が2016年に出版されてお
り（西川 2016），駐独大使（1993 ～ 94年），国務次官補（ヨーロッパ・カナダ
担当）（1994 ～ 96年），国連大使（1999 ～ 2001年）として，クリントン外交を
支えたリチャード・ホルブルック（Richard Holbrooke）の評伝も2019年に
出版された（Packer 2019）。クリントン政権に参画した二人の国務長官の
比較人物評もある（Dumbrell 2008）。

  4）　Goldgeier（1999）やAsmus（2002）は，Solomon（1998）と同様，冷戦後
のNATOを研究する日本人研究者の基礎資料となっている。以下を参照。金子

（2008），荻野（2002），広瀬・吉崎編（2012）。



� 219

冷戦後のNATO東方拡大研究序説（志田）

（3）本稿の課題
繰り返しになるが，クリントン政権のNATO東方拡大政策を歴史とし

て分析できる研究環境が整いつつあるが，今後，このテーマを探求するに
あたって，以下の基礎作業をする必要がある。第一に，国際関係理論の観
点からNATO東方拡大はどう説明できるかについての北米の学界を中心
とした論争を振り返る必要がある。1990年代の北米の学界では，冷戦終結
過程を適切に説明できないと批判されていた構造的現実主義が，ソ連の脅
威がなくなった後でもNATOという集団防衛同盟が存続し，さらに拡大
したことも適切に説明できていないという批判にさらされていた。本稿第
2 章から第 5 章で，国際関係論の理論家たちの論争を振り返ることで，
NATO東方拡大をめぐり，何が理論上の争点となっていたかを把握する
ことができる。こうした理論上の検討作業をすることで，今後，クリント
ン政権のNATO東方拡大政策を実証的に研究するうえでの重要な論点を
抽出することができるだろう。

第二に，新たな研究動向として，冷戦後のNATO東方拡大の淵源を，
クリントン政権ではなく，ジョージ・H・W・ブッシュ（George H.W. 
Bush）前政権期（1989 ～ 93年）に求める先行研究をレビューする必要もある。
クリントン政権期と同様，ブッシュ政権期についても2000年代後半から関
連資料の公開が充実しており，ブッシュ政権の視点に立った米国外交史研
究も一定の研究蓄積がある。第 6 章では，2010年以降の米国外交史研究に
代表的な，NATO東方拡大の淵源をブッシュ政権期に求める見解につい
ての妥当性を検証する。すでに述べたように，米国の推進したNATO東
方拡大政策は，冷戦後の西側とロシアの関係を悪化させる原因であるとロ
シアは度々指摘している。このことを踏まえれば，NATO東方拡大の淵
源をブッシュ政権に求めるか，クリントン政権に求めるかという問いは，
単なる学問上の議論を越えて，冷戦後のヨーロッパ安全保障秩序の動揺を
引き起こした責任の一端が，ブッシュ政権期の米国に，果たしてあるのか
という責任論の精査にもつながるものである。つまりは，冷戦後のNATO
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東方拡大をめぐる研究は，実際の国際情勢をどのように把握するかという
極めてアクチュアルな課題も内包しているのである。ロシアが西側批判の
一環で，冷戦後の歴史認識問題をしばしば提起してくる「ハイブリッド戦
争」の時代にあっては（志田 2021），研究者としても，NATO東方拡大の
淵源をどこに求めることが妥当なのかという問いについて，実証的研究を
積み重ねることで立場を明確にすることは，社会的にも重要であることと
筆者は考える。
「おわりに」では，これらの指摘をしつつ，本稿のまとめと冷戦後の

NATO東方拡大をめぐる今後の研究課題について提示したい。

2　構造的現実主義

よく知られているように，ケネス・ウォルツ（Kenneth N. Waltz）は，構
造的現実主義者である。人間の性悪的な本質ゆえに，政治はつねにパワー
をめぐる闘争となると考えたハンス・モーゲンソー（Hans Morgenthau）の
ような古典的現実主義とは異なり，構造的現実主義は，ウォルツがいう「第
三イメージ」，すなわち，国際システムの構造が国家行動に与える影響が
最も大きいという前提に立つ。ウォルツは，1979年の書籍『国際政治の理
論』で，冷戦期の国際システムは米国とソ連の二極構造であり，二極構造
下の米ソは，相互の相対的国力を誤って判断することが少なく，ゆえに不
確実性と誤算が減少し，国際システムは安定的となると説いていた。とこ
ろが，1991年12月にソ連が解体することによって，冷戦は終結した。国家
行動を説明する際，物質的要因を重視する構造的現実主義とは異なり，理
念的要因を重視する構成主義は，安定的だとされた米ソによる二極構造の
解体を構造的現実主義では説明できていないとウォルツを批判した（志田　
2014）。構造的現実主義と構成主義の間の論争は，国際関係理論における，
それまでの数次にわたる論争から数えて「第四次論争」と呼ばれるが，こ
の「第四次論争」を経験した構成主義は，やがて国際関係理論における主
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要学派の一つの地位を獲得することとなった。
冷戦終結過程を適切に説明できていないと批判されていたウォルツは，

それに対する有効な反論をすることができなかった。そして，ウォルツは，
ソ連の脅威なき後のNATOの存続や拡大についても予測を見誤った。1990
年11月下旬の米連邦議会上院外交委員会の公聴会で，ウォルツは「NATO
はやがて解体する」と発言していた。またウォルツの構造的現実主義の前
提に立てば，仮にNATOは存続したとしても拡大することは想定されな
い出来事であった。ただ，構造的現実主義によれば，次の前提が満たされ
ていれば，ソ連解体後のNATO拡大はあり得た。すなわち，自らよりも
パワーの勝る国家が存在し，そうした国家との間でバランスを図る必要性
が生まれるという前提である（Schimmelfennig 1998:203）。ところが実際には，
ソ連解体後のロシアは，国土を大幅に縮小し，それまでの共産主義体制に
対する市場原理導入を急いだことにより経済は混乱していた。ロシアは，
米国やNATOに勝るパワーを有する国家と，とてもいえるものではなかっ
た。

このように，ウォルツの構造的現実主義は，冷戦終結過程のみならず冷
戦後のNATOの存続・拡大を適切に説明できていないと批判されていた
わけだが，後者の点については，ウォルツは反論を展開している。2000年，

「コンテンポラリー・セキュリティー・ポリシー」誌上で，ウォルツは，
構造的現実主義の立場からNATO東方拡大を説明している。ウォルツに
よれば，まず冷戦後の国際システムにおいては米国のパワーが他を圧倒し
ている（Waltz 2000 :23）。こうしたアンバランスな国際システムにバランス
を回復させることができる候補として，EU（ヨーロッパ連合），中国，日本
がある。ただし，EUは人口，資源，技術，軍事能力の面で優れているが，
それらを運用する組織的能力と集合的意思を有しておらず，米国の決定し
た政策に追従するだけである（ibid :26）。ブッシュ・クリントン両政権は，
NATOをヨーロッパの外交・軍事政策を米国が支配するための装置とみ
なしており（ibid :29），したがって，米国がNATO存続と拡大を望んだため，
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NATOは拡大したのである（ibid :35）。
このようなウォルツの説明には問題点がある。第一に，ウォルツによる

上記の説明は，防御的現実主義ではなく攻撃的現実主義による説明となっ
ており，論理的一貫性に欠ける。現実主義学派には，国家とパワーの関係
について，安全保障さえ確保できれば，それ以上のパワーを求めることは
ないとする防御的現実主義と，国家はパワーの極大化それ自体を求め，究
極的には覇権の確立を目指すとする攻撃的現実主義の二つの学派が存在す
る（野口 2015 :177）。米国が圧倒的なパワーを背景にヨーロッパの外交・軍
事政策を支配するためNATOを拡大したというウォルツの説明は，国家
はパワーの極大化を目指すと説く攻撃的現実主義の主張となってしまい，
構造的現実主義かつ防御的現実主義と評されるウォルツは（Taliaferro 2000─
2001 :135），自己矛盾を露呈してしまっている。

第二に，ウォルツは，冷戦後の国際システムにおいては米国のパワーが
圧倒しているとの認識を示した直後に，「自然が空白を嫌うように，国際
政治もアンバランスなパワーを嫌う。アンバランスなパワーに直面すれば，
いくつかの国家は自らの力を増強させるか，他国と同盟を結ぶことにより

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，
国際的なパワーの配分状況にバランスをもたらす」と記述している（Waltz 
2000 :23。傍点強調は筆者）。ウォルツは『国際政治の理論』のなかで，国際
システムの構造によっては，国家はバンドワゴニング（勝ち馬に乗る）と
いう行動をとる場合もあることを示唆している（ウォルツ 2010 :166）。この
洞察によれば，ハンガリー，ポーランド，チェコは，冷戦後の国際システ
ムのなかで，米国に対してバンドワゴニングするためにNATOに加盟し
たという説明が成立するが，奇妙なことに，ウォルツはこうした説明を展
開しておらず，論理的一貫性を欠いている。

3　構成主義

前章で述べたように，構成主義は，冷戦終結過程をめぐる構造的現実主
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義との論争のなかで発展した国際関係理論の学派である。構成主義は，構
造的現実主義が軽視してきた文化的・社会学的見地，とりわけ理念の果た
す役割に焦点を当てることによって，ミハイル・ゴルバチョフ（Mikhail 
Gorbachev）ソ連共産党書記長の〈新思考外交〉という理念が，冷戦終結
を導いたとして米ソ二極構造の解体を説明した（志田 2020 :8─9）。構成主義
がいうところの理念とは，客観的なものではなく，主観的なものである。
そして構成主義は，理念を，ただ単に個々の主観的なものとしてではなく，
行為主体（アクター）が共有する「間主観的」なものとして理解する（佐藤 
2015 :274）。

構成主義学派のフランク・シメルフェニッヒ（Frank Schimmelfennig）は，
1998年にウォルツの構造的現実主義を批判したうえで，構成主義の観点か
らNATO東方拡大を説明する論文を発表した。シメルフェニッヒは，
NATOを〈リベラル・デモクラシーかつ多国間主義の価値や規範を有す
る西側共同体の軍事部門〉として捉えることから考察をはじめる
（Schimmelfennig 1998 :198）。たしかに，北大西洋条約前文には「締約国は，
民主主義の諸原則，個人の自由及び法の支配の上に築かれたその国民の自
由，共同の遺産及び文明を擁護する決意を有する」という一節があり，
NATOには集団防衛同盟だけではなく，リベラル・デモクラシーという
価値を擁護する価値共同体としての性格もある（広瀬・吉崎編 2012 :3）。そ
して，シメルフェニッヒは，NATO東方拡大を「社会化」（socialization）
のプロセスと捉える。「社会化」とは，一般的に，社会共同体が共有する
価値や規範を受け入れることを意味する（ibid :211）。シメルフェニッヒに
よれば，冷戦後，ソ連共産主義の勢力圏から脱した中東欧諸国は，西側の
価値や規範を西側諸国と共有するために，NATO加盟を追求した。中東
欧一帯に，リベラル・デモクラシーという価値や規範を基にした安定的な
秩序の創出を目指していたNATOとしても，東方拡大する動機があった。
西側共同体で共有されていた価値・規範の「社会化」が他国に比べてすす
んでいたハンガリー，ポーランド，チェコの 3 ヵ国が，冷戦後最初の
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NATO加盟国となったのであった（ibid :199）。
シメルフェニッヒの構成主義は，ウォルツの構造的現実主義が軽視して

いた理念的要因を重視し，NATO東方拡大を説明しているが，やはりこ
うした説明にも問題がある。第一に，現実主義が想定するパワーの重要性
や国際政治の無政府状態（アナーキー）という性格は，決して無視できる
ものではない。ハンガリー，ポーランド，チェコといった中東欧諸国には，
第二次世界大戦の結果，ソ連共産主義の勢力圏に組み込まれ，1955年 5 月
に発足したワルシャワ条約機構加盟国となった過去がある。三ヵ国は，ソ
連の掲げた〈制限主権論〉の下，ハンガリー動乱（1956年），プラハの春（1968
年），ポーランド危機（1981年）の際，ソ連の軍事的圧力にさらされたこと
もあった。冷戦終結過程で中東欧からソ連軍撤退がはじまり，1991年 7 月
にはワルシャワ条約機構が解体したことにより，中東欧諸国は，〈ヨーロッ
パへの回帰〉（return to Europe）を追求するとともに，中東欧一帯に突如
出現した〈力の空白〉を解消しなくてはならなかった。ハンガリー，ポー
ランド，チェコといった中東欧諸国は，冷戦後の〈力の空白〉を解消する
ために，NATO加盟を目指した（広瀬 2006 :133）という，パワー・ポリティ
クスの視点による説明を抜きにして，理念的要因だけでNATO東方拡大
を説明するのには限界がある。

第二に，NATOが有する価値共同体としての性格を前面に出す構成主
義の説明自体にも問題がある。たとえば，冷戦後のNATO東方拡大の事
例には一定の説明能力を有しているかもしれないが，冷戦期

4 4 4

の諸事例では，
有効な説明とはなっていない。たとえば，NATO原加盟国であるポルト
ガルは，アントニオ・サラザール（Antonio Salazar）政権下の権威主義体
制であり，1952年に加盟したギリシアやトルコも自由主義的とは言い難い
政治体制であった。さらに，ソ連解体後に曲がりなりにも民主化の歩みを
はじめていたロシアも，構成主義がいうように，西側で共有されている価
値や規範の「社会化」に向けての努力はしていたのである。とするならば，
そのようなロシアが，なぜ冷戦後のNATO東方拡大の対象国，換言すれば，
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ロシアまでもNATOに加盟させるという政策を，米国が推進しなかった
のかという疑問が生じる（Ratti 2006 :94─95）。

4　新古典的現実主義

既述の冷戦終結過程についての構成主義による研究は，ゴルバチョフの
〈新思考外交〉が冷戦終結をもたらした経路を，さまざまなアクターの行
動に着目して分析したものが多いが（志田 2014），構成主義の視点に立っ
たNATO東方拡大の研究では，国家以外のアクター間の相互作用の分析
が希薄であった。

これらのアクターの行動を分析射程に組み込んだ有益なアプローチに新
古典的現実主義がある。それまでの構造的現実主義が国際政治の理論で
あったのに対し，新古典的現実主義は国家の対外政策を分析するための理
論である。それでいて，構造的現実主義と同様に，国際システムの構造要
因を重視しながらも，国内に内在する諸要因を重視する点が特徴的である。
いうなれば，ウォルツがいう「第三イメージ」だけでなく「第二イメージ」
と「第一イメージ」，すなわち，国内および個人レベルの諸要因も分析に
組み込む理論が新古典的現実主義である。

カリフォルニア大学でウォルツの下で国際政治学を修めたロバート・ラ
ウホハウス（Robert W. Rauchhaus）は，必ずしも自らを新古典的現実主義
とは規定してはいないが，2000年に発表した論文で，NATO東方拡大の
説明をめぐって批判が寄せられていたウォルツの構造的現実主義を擁護し
ながら，国際システム要因だけでなく国内諸要因を組み込めば，NATO
東方拡大の説明は可能とした（Rauchhaus 2000 :192）。ラウホハウスは，「第
一イメージ」の分析として，NATO東方拡大推進論者だったアンソニー・
レイク（Anthony Lake）大統領補佐官（国家安全保障担当）（1993 ～ 97年），
ホルブルック国務次官補（ヨーロッパ・カナダ担当），タルボット国務副長
官のクリントン政権における影響力の大きさに注目した。当時，国務省内
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でもNATO東方拡大反対派は存在しており，ロシアとの関係を重視する
立場から，タルボットも当初はそうであった。また，国防総省内でもレス・
アスピン（Les Aspin）国防長官（1993 ～ 94年）やジョン・シャリカシュヴィ
リ（John M. Shalikashvli）統合参謀本部議長（1993 ～ 97年）はNATO東方拡
大に反対していた。アスピンの後任だったペリーも拡大に慎重だった（佐
瀬 1999 :169）。国防総省は，NATOの集団防衛原則の中東欧への適用と
NATO拡大に伴う経費問題を理由に概して消極的であり，シャリカシュ
ヴィリにいたっては，NATO東方拡大に伴い，米軍に新たなミッション
が付加されるという理由から反対だった（金子 2008 :313）。こうした省庁間
対立を克服するために，拡大推進派は，クリントン大統領に，NATO東
方拡大について公の場で発言するように提案し，彼らの意見に受容的だっ
たクリントンはこれに従った（Rahchhaus 2000 :186）。1994年 1 月，ブリュッ
セルでのNATO首脳会談の場で，クリントンはNATO東方拡大方針を表
明し（西川 2016 :142），1996年10月，クリントンは，遊説先のミシガン州の
都市デトロイトでも，NATO東方拡大に関する長大な演説を行った（佐瀬 
1999 :175）。

ここで，デトロイトがポーランド系を中心に中東欧系移民が多く住む都
市であることが重要になってくる。ラウホハウスは，「第二イメージ」の
分析として，米国内の圧力団体の存在を指摘した。とりわけ，1996年は大
統領選挙の年であったことから，中東欧系移民の票を獲得するためにも，
クリントンは彼らが多く住むイリノイ，ミシガン，ペンシルヴァニア，
ニューヨークを遊説先に選び，NATO東方拡大を訴えたのであった
（Rauchhaus 2000 :181─182）。中東欧系住民のなかでも，特にポーランド系住
民は，米国の32の州に32の支部を有する圧力団体PAC（Polish American 
Congress）を結成しており，クリントン政権のNATO東方拡大政策に影響
力を及ぼしていた（Hendrickson 1999 :92）。また，ラウホハウスは中東欧系
移民以外にも，圧力団体として，軍需産業を挙げている。1997年 7 月のマ
ドリードでのNATO首脳会談でハンガリー，ポーランド，チェコの加盟
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招請が決定されることになるが，マドリード首脳会談までの 2 年間のうち，
米国の軍需産業の大手 6 社は米国政府に対するロビー活動に総額5100万ド
ルを投じていた。たしかに，NATO東方拡大は〈軍需産業にとってのマー
シャル・プラン〉ではあった。たとえば，ポーランドは，ボーイング社製
F─18戦闘機またはロッキードマーチン社製F─16戦闘機を100 ～ 150機購
入することを検討していた。一機あたりの金額は4500万から6000万ドルで
あったから，軍需産業にとって莫大な収益が見込まれた。とはいうものの，
ラウホハウスは，軍需産業のロビー活動がNATO東方拡大に与えた影響
は限定的だったと評している（ibid :181）。

繰り返しになるが，ラウホハウスは，自らを新古典的現実主義と規定し
ていないが，国際システム要因のみならず，国内・個人要因も組み込み
NATO東方拡大の説明を試みた点において，ラウホハウスの論文は，新
古典的現実主義的な発想に基づくものとカテゴライズすることができよ
う。

5　攻撃的現実主義

攻撃的現実主義も，ウォルツの構造的現実主義（防御的現実主義）との論
争のなかで生まれた学派である。安全さえ確立できれば，国家はパワーを
伸長する必要はなく，他国との協調も可能だと考えるのが防御的現実主義
であるが，攻撃的現実主義はそのようには考えない。攻撃的現実主義は，
防御的現実主義が国家の現状打破やパワー拡張の動機を見過ごしていると
主張する（野口 2014 :174─175）。

攻撃的現実主義の理論家にクリストファー・レイン（Christopher Layne）
がいる（Taliaferro 2000─2001 :135）。レインは，攻撃的現実主義こそが，冷
戦後のNATOの存続や拡大を最も説得的に説明できる理論だと主張する
（Layne 2000 :59）。レインは，国家の大戦略の究極目標は覇権の確立である
と説く（ibid :65）。この前提に立てば，攻撃的現実主義が不安定な国際シ
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ステムであると考えるヨーロッパの多極システムの再来のみならず，ドイ
ツ，統合ヨーロッパ，復活したロシアが米国に対抗する大国となることを
防ぐために，冷戦後のNATOは存続し拡大したと説明できるという
（ibid :66）。レインによれば，こうした性格を持つNATO東方拡大は，「国
家は覇権に対抗する」という（攻撃的）現実主義の前提，そして，より具
体的には，〈対抗覇権〉（counter-hegemonic）という米国の歴史的な対ヨーロッ
パ政策にも合致するものであった（ibid :65）。

だが，レインのこのような主張にも自己矛盾が存在する。「国家は覇権
に対抗する」という前提では，NATO東方拡大を早期から支持していた
ドイツ（金子 2008 :316）の行動を説明することができない。レインの前提
に立てば，ドイツは米国の覇権に対抗すべく，ヨーロッパにおける米国の
影響力を弱体化させるために，NATO東方拡大に反対したはずであるが，
実際のドイツの姿勢は異なった。NATO東方拡大に声高に反対していた
のは，唯一，フランスだけであった（Skalnes 1998 :63）。

レインは攻撃的現実主義の視点からNATO東方拡大の説明を試みてい
るが，それとは反対に，攻撃的現実主義の代表的論者ジョン・ミアシャイ
マー（John J. Mearsheimer）は，むしろ防御的現実主義のウォルツと同様，
1990年代初頭にはNATO解体を示唆しており，2014年のウクライナ危機
以降は，NATO東方拡大政策に対して痛烈な批判を行っている。1990年
に発表した代表的論文「バック・トゥ・ザ・フューチャー」のなかで，ミ
アシャイマーは，冷戦後のヨーロッパは二極構造から多極構造へと向かい，
不安定化すると展望したことは有名であるが，同時に，ソ連軍が中東欧か
ら撤退していけば，ドイツに駐留する米英軍の存在意義が失われ，在独外
国軍の展開を担保していたNATOも，ワルシャワ条約機構とともに解体
するだろうと予測していた（Mearsheimer 1990 :5）。だが実際には，NATO
は存続し，NATOの枠内でドイツを中心に在欧米軍は冷戦後も駐留継続
したことから，ミアシャイマーの展望は現実に即したものではなかったわ
けであるが（志田 2020），1990年中頃に発表した論文で，ミアシャイマーは，
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NATOは存続しているものの，諸国家を結び付け，お互いの利害を調整
するような国際制度の役割は極めて小さいと喝破した（Mearsheimer 1994─
1995）。

こうした論文を発表しながら，ミアシャイマーは1991年12月のソ連解体
直後から，攻撃的現実主義に関する理論体系の構築に取り組んでおり，そ
の研究成果として『大国政治の悲劇』を2001年に発表した。ミアシャイマー
は，次のように指摘している。

「大国」（great powers）にとっての最終目標は覇
ヘ ジ ェ

権国
モン

になることであり，
常にライバルよりも多くのパワーを獲得しようとする─この見方に
従えば，すでに圧倒的な地位を確立してしまったような特殊な場合を
除けば，大国にとっては「現状維持」（status quo）をするという選択
はあり得ないことになる。このため，国際システムの中には現状を変
化させたいと望む，いわゆる「修正主義」（revisionist）的な考えを持っ
ている大国ばかりがひしめき合っていることになる（ミアシャイマー 
2019 :65）。

ミアシャイマーは『大国政治の悲劇』のなかで，NATO東方拡大を分
析していないが，上記の前提に立ってよくよく考えてみると，攻撃的現実
主義にはある種の論理的混乱があることがわかる。一方で，「『大国』にとっ
ての最終目標は覇権国になること」ならば，米国のNATO東方拡大政策は，
米国が覇権を追求した結果だったというレインの説明が成立する。他方，
ソ連が解体し，冷戦後，「唯一の超大国」になった米国は，「すでに圧倒的
な地位を確立してしまった特殊な場合」に該当し，ミアシャイマーによれ
ば，そうした大国は「現状維持」を選択することが想定されるが，米国は，
中東欧諸国をNATOに加盟させる政策をとったのである。それはなぜな
のか，ミアシャイマーの理論では説明がつかない。

2014年のウクライナ危機を受けて，ミアシャイマーは，危機の原因が，
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冷戦後のNATO東方拡大だったと西側の政策を批判した。ロシアは，ポー
ランドやバルト三国のNATO加盟に不満を持ちながらも耐えていたが，
2008年にNATOがジョージアやウクライナも「いつかNATO加盟国とな
るだろう」と宣言したとき，ロシアの忍耐の限界は越えてしまったという
（Mearsheimer 2014）。また，冷戦終結のとき，ソ連は在欧米軍の駐留継続
やNATO存続について，ドイツのパワーを封じ込めるうえで必要として
いたが，NATO東方拡大には反対していた。ところが，冷戦終結により
国際政治が「ポスト・ナショナル」なものに変容したと信じていたクリン
トン政権のリベラルな勢力が，NATO東方拡大をすすめた結果，ウクラ
イ ナ 危 機 が 発 生 し て し ま っ た と ミ ア シ ャ イ マ ー は 総 括 し て い る
（Mearsheimer 2018 :171─177）。

6　米国外交史研究における「修正主義」

ここまで紹介してきたように，冷戦後のNATO東方拡大研究は，国際
関係理論の分野で論争を巻き起こしていた。2010年代になると，「はじめに」
でも述べたように，NATO東方拡大の淵源を，ブッシュ政権の，それも，
ドイツ統一過程に求める米国外交史研究の発表が相次いだ。これらの研究
は，1990年 2 月初旬，ブッシュ政権のジェームズ・ベーカー（James 
Baker）国務長官がモスクワを訪問した際，ゴルバチョフに対して行った「一
インチ発言」の存在を重視する。ソ連が統一ドイツのNATO加盟を認め
る代わりに，NATOを東方拡大させないという当事者の「約束」はあっ
たのかどうか，という点が，これらの研究の論点となっている。紙幅の都
合上，これらの先行研究に対する筆者による批判的検討については，拙著

『米国の冷戦終結外交』に譲るが，先行研究は次のように類型化すること
ができる（図1）。

第一のグループ①は，ドイツ統一交渉に臨むブッシュ政権内でNATO
東方拡大「構想」が存在しており，ベーカーのモスクワ訪問の際に，上記
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の「約束」が存在していたとする研究である（Shifrinson 2016，吉留 2017 ／
2018）。第二のグループ②は，NATO東方拡大「構想」は存在していたが，

「約束」は成立していないとする研究である（Sarotte 2010，Sphor 2012）。
これら二つのグループは，「NATO拡大をめぐる考え方が，クリントン政
権に端を発するというよくある思い込みに異議を唱え，いまだに異議を唱
え 続 け て い る 」 と い う サ ロ ッ テ の 言 葉 に み ら れ る よ う に（Sarotte 
2019 :156），NATO東方拡大政策は，クリントン政権より開始したという通
説的理解に異議を唱えている点において「修正主義」的な研究である。第
三のグループ③は，NATO東方拡大に関するソ連との「約束」もなければ，

「構想」と呼べるものなど存在しないとする（Kramer 2009，志田 2020）。地
政学的発想と現実主義を重視するブッシュ政権内でNATO東方拡大「構
想」はなかった（志田 2020 :終章）。近年，公表されているソ連側の認識も，
グループ③の主張を補強している。ソ連・ロシア政治外交史家のウィリア
ム・トーブマン（William Taubman）は，「ワルシャワ条約機構が現存して
いる間のNATO拡大はありえなかったので，拡大しない『約束』を文書
で取り付けることはばかげていた」とゴルバチョフは考えていたことを明
らかにしており（トーブマン 2019 :227），ゴルバチョフ自身も，こう振り返っ
ている。

あのとき我々は，旧東ドイツ領内だけでなく，東方全体へのNATO
不拡大問題を提起すべきだったのか。私は確信している。この問題を

図1　ブッシュ政権とNATO東方拡大に関する先行研究の類型

（出所）筆者作成。
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の研究の論点となっている。紙幅の都合上、これらの先⾏研究に対する筆者による批判的検
討については、拙著『⽶国の冷戦終結外交』に譲るが、先⾏研究は次のように類型化するこ
とができる（図１）。 
 
図 1 ブッシュ政権とＮＡＴＯ東⽅拡⼤に関する先⾏研究の類型 

 
 
 
 

（出所）筆者作成。 
 
 第⼀のグループ①は、ドイツ統⼀交渉に臨むブッシュ政権内でＮＡＴＯ東⽅拡⼤「構想」
が存在しており、ベーカーのモスクワ訪問の際に、右記の「約束」が存在していたとする研
究である（Shifrinson 2016、吉留 ⼆〇⼀七／⼆〇⼀⼋）。第⼆のグループ②は、ＮＡＴＯ東
⽅拡⼤「構想」は存在していたが、「約束」は成⽴していないとする研究である（Sarotte 2010、
Sphor 2012）。これら⼆つのグループは、「ＮＡＴＯ拡⼤をめぐる考え⽅が、クリントン政権
に端を発するというよくある思い込みに異議を唱え、いまだに異議を唱え続けている」とい
うサロッテの⾔葉にみられるように（Sarotte 2019:156）、ＮＡＴＯ東⽅拡⼤政策は、クリン
トン政権より開始したという通説的理解に異議を唱えている点において「修正主義」的な研
究である。第三のグループ③は、ＮＡＴＯ東⽅拡⼤に関するソ連との「約束」もなければ、
「構想」と呼べるものなど存在しないとする（Kramer 2009、志⽥ ⼆〇⼆〇）。地政学的発
想と現実主義を重視するブッシュ政権内でＮＡＴＯ東⽅拡⼤「構想」はなかった（志⽥ ⼆
〇⼆〇：終章）。近年、公表されているソ連側の認識も、グループ③の主張を補強している。
ソ連・ロシア政治外交史家のウィリアム・トーブマン（William Taubman）は、「ワルシャ
ワ条約機構が現存している間のＮＡＴＯ拡⼤はありえなかったので、拡⼤しない『約束』を
⽂書で取り付けることはばかげていた」とゴルバチョフは考えていたことを明らかにして
おり（トーブマン ⼆〇⼀九：⼆⼆七）、ゴルバチョフ⾃⾝も、こう振り返っている。 
 
  あのとき我々は、旧東ドイツ領内だけでなく、東⽅全体へのＮＡＴＯ不拡⼤問題を提起

すべきだったのか。私は確信している。この問題を我々が提起するのは単に愚かなこと
だったであろう、と。なぜなら、当時はＮＡＴＯだけでなく、まだワルシャワ条約機構
も存在していたからである。あの当時このようなことを⾔っていたら、我々はもっと⾮

難されていただろう。（……）ＮＡＴＯの東⽅拡⼤のプロセスは、別の問題である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

（ゴ
ルバチョフ ⼆〇⼆〇：⼀五⼋。傍点強調は筆者）。 

  

 グループ①の研究者のなかには、⼀九九⼆年中頃から
．．．．．．．．．

ブッシュ政権内でＮＡＴＯ東⽅拡

               有       「約束」    有（①） 
ＮＡＴＯ東⽅拡⼤「構想」 
（ブッシュ政権内）      無（③）            無（②） 
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我々が提起するのは単に愚かなことだったであろう，と。なぜなら，
当時はNATOだけでなく，まだワルシャワ条約機構も存在していた
からである。あの当時このようなことを言っていたら，我々はもっと
非難されていただろう。（……）NATOの東方拡大のプロセスは，別

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 44 4

の問題である
4 4 4 4 4 4

（ゴルバチョフ 2020 :158。傍点強調は筆者）。

グループ①の研究者のなかには，1
4

992年中頃から
444 4 4 4 4 4

ブッシュ政権内で
NATO東方拡大のコンセンサスが形成されたという，NATO東方拡大の
淵源をドイツ統一交渉時から若干ずらすような主張もあるが（Shifrinson 
2020 :4），そもそも，ヘルシンキ最終議定書（1975年 8 月）には同盟の選択
権は主権原則と明記されており，ドイツ最終規定条約（1990年 9 月）には，
旧東ドイツ領内からソ連全軍撤退後，NATOの管轄権が旧東ドイツ領内
に適用され，統一ドイツにも同盟選択権が存在することが明記されている。
ソ連はこれらの議定書・条約の調印国であり，ハンガリー，ポーランド，チェ
コは，ヘルシンキ最終議定書の調印国でもある。ドイツ統一，ソ連解体後
の1992年中頃に，ブッシュ政権内でNATO東方拡大をめぐる政策論が存
在していたこと自体は，驚くに値しないことである。

これらのことから，2010年代以降は，NATO東方拡大の淵源をドイツ
統一交渉時のブッシュ政権に求める「修正主義」的研究の蓄積があるが，
先行研究をレビューしていけば，冷戦後の安全保障環境の変化に伴い，こ
れに対応したブッシュ政権後期から米国内でNATO東方拡大の議論がは
じまり，クリントン次期政権にこれが本格的に実践されたという通説的理
解に基づくことが妥当であると筆者は考える5）。

  5）　冷戦後のヨーロッパ安全保障秩序のブロック化や不安定要因を，権威主義的
なプーチン政権下のロシアの強硬姿勢に求めるのか，ジョージ・H・W・ブッシュ
政権以来の米国のNATO東方拡大政策に求めるのか，という議論は，〈冷戦の
起源〉をめぐる正統主義・修正主義間の論争の構図と酷似しているのは，興味
深い。
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7　お わ り に

本稿では，国際関係理論と米国外交史研究の観点から，冷戦後のNATO
東方拡大研究に関する学説を整理した。NATO東方拡大をすすめたクリ
ントン政権期の（未）公刊資料の公表が充実していることもあり，今後，
クリントン政権の視点に立ったNATO東方拡大をめぐる研究の進展が期
待される。冷戦後のNATO東方拡大をめぐる論点は，様々であるが，本
稿の学説の整理から導き出された論点の中でも重要なものについては，次
のようになる。

第一に，攻撃的現実主義が説くように，クリントン政権はNATO東方
拡大を，米国の覇権を確立するために推進したかどうかの精査である。そ
うであったのであれば，ハンガリー，ポーランド，チェコのNATO加盟は，
冷戦後の米国の覇権の確立や維持にどのような役割が期待されていたの
か。あるいは，そうでなかったのであれば，どのような論理で，米国は
NATO東方拡大を推進したのか。

第二に，ワルシャワ条約機構解体，ソ連全軍撤退，統一ドイツの誕生と
いった冷戦後の中東欧をめぐる安全保障環境の変化に対応しようとした上
記の 3 ヵ国は，米国との同盟確立を目指し，NATO加盟を追求したので
あるが，背景にあった動機には，冷戦後の〈力の空白〉を解消するために
は米国のパワーに接近することが不可欠とする，ハード・パワーを重視し
たパワー・ポリティクスの発想が強かったのだろうか。そして，新生ロシ
アとの関係強化やOSCE（全欧安保協力機構）ではなく，米国の軍事的コミッ
トメントが存在しているNATOへの加盟を重視した中東欧の国々にとっ
て，米国のソフト・パワーの要素はどれほど作用していたのか。

第三に，なぜ，NATO東方拡大には，地理的線引きが存在していたの
であろうか。換言すれば，ロシアやウクライナのNATO加盟を米国は推
進しなかったか。また，近隣へと拡大するNATOを警戒しはじめるロシ
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アが，バランス・オブ・パワーの発想から，中国との安全保障協力関係を
強化することが理論的に想定できたはずだが，果たして，当時の米国には，
NATO東方拡大と中露接近の相関関係はどれほど意識されていたのだろ
うか。

これらの論点を解明するためには，国際システムレベルや国家レベルで
はなく，政策決定者の視点にまで分析レベルを落とし込んだ分析が必要と
なってくる。冒頭で述べたように，クリントン政権が推進したNATO東
方拡大は，現代ヨーロッパの安全保障秩序に大きな影響を与えた。どのよ
うにクリントン政権はNATO東方拡大政策を策定し，推進していったの
であろうか。上記の論点を組み込みながら，NATO東方拡大をめぐるク
リントン政権の政策決定過程について，関連する（未）公刊資料を渉猟し，
今後，明らかにしていきたい。

〔付記〕
本稿の内容の一部は，筆者による以下の学会・研究会での報告内容の一

部に依拠している。お声がけくださり，有意義なコメントや批判を下さっ
た関係者の皆様に謝意を表する。西洋近現代史研究会 1 月例会（2021年 1
月23日），冷戦研究会第55回例会（同年 5月29日），アメリカ学会第55回年次
大会アメリカ国際関係史分科会（同年 6月 6日），CSCE研究会（同年 8月27
日）。なお，本稿は，科学研究費助成事業・若手研究（20K13429）による研
究成果の一部である。

〔追記〕
本稿脱稿直前に，吉留公太『ドイツ統一とアメリカ外交』（晃洋書房，

2021年 8 月）の刊行を関知した。筆者は拙著『米国の冷戦終結外交』のな
かで吉留氏の説を批判的に検討したことがある。吉留氏の近著のなかで，
筆者による批判に対する見解の提示があるのかどうかを本稿執筆時点で確
認できなかった。吉留氏の近著についての検証については，機を改めて行
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いたい。
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